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居宅介護支援事業重要事項説明書 

 

１ 運営方針 

 ① マザーレイク居宅介護支援事業所は、高齢者が要介護状態等になった場合において

も、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるよう支援します。 

② ご本人の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、ご本人の選択に基づき、

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率

的に提供されるよう配慮します。また、居宅サービス計画に位置づけた事業者の選

定理由も同時に説明するよう配慮します。 

 

２ 目的 

 マザーレイク居宅介護支援事業所の適正な運営を確保するために人員及び管理 

 運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員がご本人の状況に応じて適切 

 な居宅介護支援を提供することを目的とします。 

 

３ マザーレイク居宅介護支援事業所の概要 

 事 業 所 名     ：マザーレイク居宅介護支援事業所 

 所  在  地：草津市笠山５丁目３－６６ 電話：０７７－５６１－５１３５ 

 事業所番号：２５７０６００２９２ 

 通常の実施地域：草津市・大津市・栗東市  

 

４ 職員勤務体制                     令和６年４月１日 現在 

 人数 勤務形態      業務内容 

管理者 １名 常勤 事業所の管理、運営 

介護支援専門員 ３名 

 

常勤及び 

非常勤 

居宅介護支援業務 

  ※管理者は、利用者の申し込みに係る調整など業務の管理を一元的に行い、また従業

者に対して必要な指揮命令を行います。 

 

５ サービス提供時間 

 営業日：平日（月曜～金曜）の毎日。ただし、年末年始をのぞく。 

※ 電話等により連絡可能な体制をとります。 

 営業時間：８：３０ ～ １７：３０ 

    ただし、緊急の場合は時間外でも相談業務を行います。 

 

６ 利用料金 

（１） 利用料 

要介護の認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されますので自己負担

はありません。 

（２） 介護保険報酬の引き上げ等の料金 

介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額にあわせて、ご本人の負

担額を変更します。また、介護報酬の引き上げによる改定があった時には、変更契

約を結ばず更新します。 

（３） 解約料 

お客様は７日間以上の予約期間をもって契約を解約することができ、一切、料金は

かかりません。 



（４） その他の料金 

   通常の事業実施地域を越えて行う場合、交通費実費をいただきます。また 

   自動車利用の場合、下記の料金をいただきます。 

   通常の実施地域を越えてから、１キロメートルあたり１００円    

 

７ 提供する内容と提供方法 

（１） 居宅サービス計画の作成と各サービス提供事業者との調整 

ご本人及びご家族と共に必要な援助を考え、サービス事業所を選定します。 

その際には公正中立の立場で複数の事業所を紹介しご本人及びご家族に選んで頂

けるように説明します。その後、関係者間でサービス担当者会議等を開催し、サー

ビス計画を作成します。 

サービス実施後も必要に応じて話し合いや見直しを行いながら、サービス提供事業

者間と連携を図ります。 

（２） サービスの実施状況及び課題の把握 

１か月に１回以上、担当の介護支援専門員がご本人宅において、サービスの内容が

適切に行われているか等について話し合います。（モニタリング） 

（３） 給付管理 

介護保険を使って受けられるサービスについて、実際に受けられる範囲やサービス

の種類などについて調整を行います。また、サービスが計画通りの提供であったか

確認し給付管理を行います。 

（４） 要介護認定の協力、援助 

ご本人が要介護認定の変更や、更新認定を受けるにあたり申請を代行するなどその

他必要な援助を行います。 

（５） 相談対応 

介護保険関連以外にも施設入所等介護に関する相談をお受けします。 

 

８ 秘密の保持 

  サービスを提供する上で知り得たご本人及びその家族に関する秘密及び個人情報につい

ては、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除

いて、契約中及び契約終了後、第三者に漏らすことはありません。また、あらかじめ文書

によりご本人の同意を得ない限り、サービス担当者会議等においてご本人またはその家族

の個人情報を用いません。 

 

９ サービス内容に関する相談・苦情の窓口 

  当方の居宅介護支援に関する相談、苦情及び居宅サービス計画に基づく提供 

サービスについての相談、苦情はこちらまで。 

  担当：片岡 理佐  電話：０７７－５６１－５１３５ 

 それ以外にも、下記の相談窓口があります。 

  保険者である市町村や滋賀県国民健康保険団体連合会の苦情処理窓口 

  滋賀県国民健康保険団体連合会（０７７－５１０－６６０５） 

    草津市介護保険課（０７７－５６１－２３６９） 

    大津市介護保険課（０７７－５２８－２７５３） 

    栗東市介護保険係（０７７－５５１－０２８１） 

 

 

 



１０ 法令遵守 

  当事業所の事業運営にあたり、関係法令、諸規定の遵守及び社会倫理に基づくルール・

マナーを守り社会的責任と公共的使命を常に自覚し、健全な業務運営に努めることと

します 

 

１１ 第三者委員の実施状況：無 

 

１２ 賠償責任 

 指定居宅介護支援事業の提供により事故が発生し、当方の責めに帰すべき事由によりご

本人の生命、身体、財産等を傷つけた場合、その損害を賠償します。 

 

１３ 緊急時の対応 

 指定居宅介護支援事業の提供時にご本人の身体状況が急変した場合、その他必要な場合

には、速やかに主治医、利用者の家族等に連絡し、必要な措置を講じます。 

 

１４ 事故発生時の対応について 

事業者はご本人に対する指定居宅介護支援の提供により、事故が発生した場合速やかに

市町村、ご本人の家族等に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

二 前項の事故の状況及び事故に際して講じた処置について記録します。 

 

１５ 事業所からの契約解除 

 ご契約者及びその家族が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしく

は他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、または著しい不信行為を行うこ

となどによって本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

サービス従業者に対する不信行為に該当する具体例としては以下のようなものがあります。 

 １パワーハラスメント行為(暴力、暴言、誹謗中傷など) 

 ２セクシャルハラスメント行為 

 ３個人情報漏洩に該当するような行為(無断で従業者の写真や動画の撮影、録音すること、  

写真や動画をインターネットなどに掲載すること） 

 ４その他、ストーカー行為に該当するような迷惑行為等 

 

１６ 人権への配慮等 

事業者の責務として、利用者の人権の擁護、虐待防止等のため、責任者を設置する等必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修の機会を確保致します。 

（虐待防止に関する責任者） 管理者 片岡 理佐 

 

１７ 非常災害対策 

事業者は、非常災害等の発生の際にその事業を継続できるよう、他の居宅介護支援事業

者等との連携及び協力を行う体制を構築するよう努めます。 

 

１８ 暴力団排除 

事業所を運営する法人の役員及び事業所の管理者その他居宅介護支援専門員は、暴力団

員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律〔平成３年法律第７７号〕第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。)であってはならないこと、またその運営について暴力団員

の支配を受けていないことをお約束します。 

 

   



 
令和 ６年 ４月   日 

 

 本書面に基づき、重要な事項を説明しました。 

 

      事業所       所在地：草津市笠山５丁目３－６６ 

                名 称：マザーレイク居宅介護支援事業所 

 

                 管理者：    片岡 理佐     印 

 

                 説明者：              印 

 

 

 

 

 私は本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要な事項について説明を受け

ました。 

 

 

 

      ご本人       住所： 

 

                氏名：               印 

 

 

 

 

              （代理人） 

                住所： 

 

                氏名：               印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



料金表（目安） 

要介護または、要支援の認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されますので、

自己負担はありません。全額給付されている内容は下記の通りです。「5級地：10.70円」 

 (2024年 4月 1日) 

要介護 1・2認定 １１，６２０円（１，０８６単位）／月 

要介護 3・4・5認定 １５，０９７円（１，４１１単位）／月 

入院時情報提供連携加算Ⅰ 

入院時情報提供連携加算Ⅱ 

 

（入院時病院との連携を図

り情報を共有する評価） 

 

Ⅰ）入院した日のうちに、病院または診療所の職員に対し

て必要な情報提供を行った場合 

（※1入院日以前の情報提供を含む  

※2 営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合

は、入院日の翌日を含む） 

（利用者１人つき１月に１回を限度） 

２，６７５円（２５０単位）／月 

Ⅱ）入院した日の翌日又は翌々日に、病院または診療所の

職員に必要な情報提供を行った場合 

（※営業時間終了後に入院した場合は、入院日から起算し

て 3日目が営業日でない場合は翌日を含む） 

（利用者１人つき１月に１回を限度） 

２，１４０円（２００単位）／月 

退院・退所加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退院・退所する時に連携を取り情報を共有する評価 

（入院等期間中に担当医や職員と面談を行い、居宅サービ

ス等の利用に関する調整を行った場合） 

Ⅰ）必要な情報提供をカンファレンス以外から１回受けた

場合         ４，８１５円（４５０単位）／月 

Ⅱ）必要な情報提供をカンファレンス以外から２回受けた

場合         ６，４２０円（６００単位）／月 

Ⅲ）必要な情報提供をカンファレンスにより１回受けた場

合          ６，４２０円（６００単位）／月 

Ⅳ）必要な情報提供を２回以上受け、うち１回以上はカンフ

ァレンスにより受けた場合 

８，０２５円（７５０単位）／月 

Ⅴ）必要な情報提供を３回以上受け、うち１回以上はカン

ファレンスにより受けた場合 

９，６３０円（９００単位）／月 

緊急時等居宅カンファレン

ス加算 

 

病院または診療所の求めにより共同で訪問した場合 

（利用者に１人つき２回を限度） 

２，１４０円（２００単位）／月 

通院時情報連携加算 医師又は歯科医師の診察を受ける時に介護支援専門員が同

席し、必要な情報の提供を行うとともに、医師又は歯科医

師などから必要な情報の提供を受け、医療と介護の連携を

強化する体制を評価（医師又は歯科医師と情報共有したう

えで居宅サービス計画に記録した場合、利用者 1 名につき

1月１回が限度）      ５３５円（５０単位）／月              



ターミナルケアマネジメン

ト加算 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方

針に関する意向を把握した上で、死亡日および死亡日前１

４日以内に２日以上、利用者またはその家族の同意を得て、

居宅を訪問して主治の医師等や居宅サービス事業者と連携

し、２４時間連絡できる体制を確保し支援を行う体制を評

価  

   ４，２８０円（４００単位）／月 

特定事業所医療介護連携加

算 

医療と連携が強化できる体制を整備している評価 

（病院・診療所・地域密着型介護老人福祉施設又は介護保

険施設との連携（３５回以上/年）・ターミナルケアマネジ

メント加算（１５回以上／前々年度３月～前年度２月）・特

定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）を算定している場合） 

１，３３７円（１２５単位）／月 

初回加算 初回（新規に居宅サービス計画を算定） 

要介護状態区分の２段階以上の変更認定を受けた場合  

要支援から要介護状態に変更認定を受けた場合 

退院時情報共有が受けられない場合   

３，２１０円（３００単位）／月 

 

※病院などに入院された際には、担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先を病院へお伝え

くださるようお願いいたします。 

（病院などと情報を共有し医療と連携ができる体制を整備してご本人の支援を実施いたし

ます。） 

 

 


